


様式１
だいせんの会

調査研究費 研修費 広報費 広聴費 要請・陳情費 会議費 資料作成費 資料購入費 その他の経費

1 R7.10.27 令和7年度政務活動費（１０月～３月） 630,000 630,000

2 R8.2.5
令和8年3月30日
地方議員研究会主催研修会
研修受講代振込手数料

770 770 629,230

3 R8.3.27

令和8年3月30日～31日
（地方議員研究会主催研修会・県選出国会議員表敬訪
問）
新幹線代

165,700 165,700 463,530

4 R8.3.27

令和8年3月30日～31日
（地方議員研究会主催研修会・県選出国会議員表敬訪
問）
新幹線キャンセル代

900 900 462,630

5 R8.3.30
令和8年3月30日
地方議員研究会主催研修会
研修受講代

75,000 75,000 387,630

6 R8.3.30

令和8年3月30日～31日
（地方議員研究会主催研修会・県選出国会議員表敬訪
問）
宿泊代

82,000 82,000 305,630

7 R8.3.30
令和8年3月30日
（地方議員研究会主催研修会）
タクシー代

5,700 5,700 299,930

8 R8.3.31
令和8年3月31日
（県選出国会議員表敬訪問）
タクシー代

1,900 1,900 298,030

9

10

合計 630,000 331,970 256,200 75,000 0 0 0 0 0 0 770 298,030 　　２９８,０３０円を市へ返還

※年月日は収支事実があった年月日を記載する。
※内容には、政務活動が特定できるように、年月日、場所、活動内容などが明確にわかるように記載する。

整理
番号

年月日 内　容 収　入 支　出 残　額 備考

支出内訳

経費項目別内訳

政務活動費出納簿























 

 

（様式第２号） 

会派政務調査活動（行政視察）報告書 

（総 括） 

 

会 派 名          だいせんの会 

会派の代表者名          髙橋 徳久 

視察(調査)期日          令和 ８年 ３月 ３０日（月）～ 令和 ８年 ３月 ３１日（火） 

視 察 ( 調 査 ) 先         
・リファレンス西新宿大京ビル(セミナー会場) 

・議員会館 

視察(調査)の目的 

 

（大仙市の現状と

  選定理由等） 

 

・人口減少社会における子育て支援政策の問題点と課題という題

材のセミナーへの参加 

 

・大仙市は給食費の無料化などの子育て世帯への支援が進んでい

るが他地域での子育て支援政策や人口減少問題へどのような政

策を行っているのかを勉強するため。 

視察(調査)の行程  別紙のとおり 

視察(調査)への         

参加議員名 

 ・髙橋 徳久 ・橋村 誠 ・石塚 柏 

 ・古谷 武美 ・高橋 智也 

                以上5名 

視察(調査)概要         

人口減少社会において、日本では出生率の低下が続き、子どもの

いる世帯が減少し、結婚や出産に至らない人が増えている。現在

の子育て支援政策は、児童手当や保育、教育費支援など「出産後

」の支援が中心であるが、出生率の回復には十分つながっていな

い。その背景には、若い世代の収入や雇用の不安、将来設計の見

通しの立てにくさがあり、結婚や出産の意思決定が先送りされて

いる。また、社会保障は高齢者向けに偏り、若年層の負担感が大

きい点も課題である。 

今後は、子育て支援の拡充だけでなく、結婚・出産前の段階に着

目し、所得向上や雇用の安定、働き方改革などを通じて、安心し

て家庭を築ける環境整備が求められる。 



 

 

 

視察(調査)の成果 

と本市に反映でき

る事項或いは反映

させたい事項につ

いて 

本視察では、人口減少社会における子育て支援政策の現状と課題

について学んだ。現在、日本では出生率の低下が続き、子どもの

いる世帯が減少する一方で、単身世帯や夫婦のみの世帯が増加し

ている。これは子育ての負担というよりも、結婚や出産に至らな

い人が増えていることが大きな要因である。 

現行の政策は、児童手当や保育、教育支援など出産後の支援が中

心であるが、出生率の回復には十分つながっていない。その背景

には、若い世代の雇用や所得の不安、将来設計の見通しの立てに

くさといった出産前の課題がある。 

これらを踏まえ、本市においては子育て支援の充実に加え、若者

の就労支援や所得向上、住宅支援など、結婚・出産前の段階に着

目した施策の強化が重要である。また、働き方改革や地域の実情

に応じた施策展開を進める必要がある。 

本視察を通じ、「子育て支援」から「結婚・出産を決断できる環

境づくり」へ政策の視点を転換する重要性を認識した。 

 

そ の 他         

 

(会派としての総

括的意見、上記成

果への今後の取り

組み等) 

本視察で得た知見を踏まえ、今後は本市において、結婚・出産前

の段階に着目した政策をより一層推進していく必要がある。具体

的には、若者の地元就職支援や所得向上に向けた取り組み、住宅

支援の充実など、将来の生活基盤の安定につながる施策を強化す

る。 

また、子育てと仕事の両立を可能とするため、企業への働き方改

革の働きかけや、男性の育児参加促進にも取り組んでいくことが

重要である。あわせて、地域の実情を踏まえたデータに基づく政

策立案を進め、より効果的な施策展開を図る。 

さらに、地域コミュニティの力を活かし、子育て世帯が孤立しな

い環境づくりにも取り組むことで、安心して結婚・出産・子育て

ができる地域づくりを推進していく。 

 



 

 

（様式第４号） 

会派政務調査活動（行政視察）旅費等明細書 

 

（会派名 だいせんの会 ） 

視察(調査)期日          令和 ８年 ３月３０日（月）～ 令和 ８年 ３月３１日（火） 

視 察 ( 調 査 ) 先         リファレンス西新宿大京ビル（セミナー会場） 

参 加 議 員 名         
（５人） 

・髙橋 徳久・橋村 誠・石塚 柏・古谷 武美・高橋 智也 

 
 
 
 
 

 
旅 費 の 額         

鉄 道 

利用路線  秋田新幹線                   （往復・片道） 

発  着 
大曲駅（発）～     東京駅（着） 
東京駅（発）～     大曲駅（着） 

金  額 １人  33,140円×  5人 ＝    165,700円  ① 

航 空 

利用路線                                （往復・片道） 

発  着           空港（発）～         空港（着） 

金  額 １人        円×   人 ＝               ② 

タクシー 
利用区間 

   セミナー会場 ～ ホテル（片道） 
  衆議院会館  ～ 東京駅（片道） 

金  額 １人  1,520円×  5人 ＝     7,600円  ③ 

船 舶 
利用区間                                 （往復・片道） 

金  額 １人        円×   人 ＝               ④ 

その他 
利用区間                                 （往復・片道） 

金  額 １人        円×   人 ＝               ⑤ 

宿  泊  費 宿泊先  １人   16,400円×  5人 ＝     82,000円  ⑥ 

 そ  の  他 
研修会受講代         １人  15,000円×  5人 ＝     75,000円 ⑦ 
こまちキャンセル料   １人    900円×   1人 ＝       900円 

 合     計      ①＋②＋③＋④＋⑤＋⑥＋⑦                 ＝    331,200円 

 １人当たりの旅費等の合計額                                            66,240円 

 

※ その他は、使途基準による視察先から請求される資料代、研修会参加費等である。 


